（別記様式第１号の１）

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業
申込書兼同意書

　年　　月　　日
愛知県西三河福祉相談センター長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業を、下記のとおり申し込みます。
記
１　基本情報
	氏名
	
	性別
	男　・　女

	生年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日生　（　　　　歳）

	住　　　所
	

	電話（自宅）
	

	電話（携帯）
	



２　利用にあたっての希望等
	現在の状況・課題


	希望する支援の内容


	目標





※裏面も記入してください。
	利用の申込をする前に、この注意事項を必ずお読みください。



注　意　事　項


１　この事業は、愛知県が民間事業者に委託して実施する事業です。

２　この事業の利用決定にあたっては、愛知県が委託した民間事業者が面接を行います。

３　この事業に参加する方の個人情報は、事業実施に必要な範囲で、関係機関と情報共有します。
なお、個人情報は、それぞれの機関で徹底して管理し、その他の目的のために使用することはありません。

４　この申込書兼同意書は、この事業の対象要件から外れない、支援の中止もしくは支援の終了とならない限り、効力を有します。



上記の注意事項を確認し、個人情報の提供について同意します。


　　　年　　　月　　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　












（別記様式第１号の２）
愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業　概要調書

面接日：　　　年　　月　　日
作成日：　　　年　　月　　日

	町村名
	
	番号
	
	利用状況
	新規　・　継続

	ふりがな
氏名
	

	性別
	
	年齢
	歳

	住所
	〒　　　－


	連絡先
	自宅　　　　　　　　　　（　　　　　　　）　　　　　　　　－
連絡先（　　　携帯）　　（　　　　　　　）　　　　　　　　－

	主な職歴
	


	抱える課題
	

	備考
	


	受託者意見
	支援が適切である　　・　　支援は適切でない


※　支援対象者と面接し、聞き取りの上、記入できる範囲で記入すること。
※　「支援は適切でない」と判断した場合には、理由書（様式任意）を添付すること。




（別記様式第１号の３）

文書番号　
　　年　　月　　日　

（支援対象者氏名）　様

愛知県西三河福祉相談センター長　　　

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業　利用承認通知書

年　　月　　日に申し込みのありました本事業について、下記のとおり承認しました。
記
１　支援対象者の氏名
〇〇　〇〇　様

２　利用承認日
　　年　　月　　日



担当
電話
















（別記様式第１号の４）

文書番号　
　　年　　月　　日　

（支援対象者氏名）　様

愛知県西三河福祉相談センター長　　　

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業　利用不承認通知書

　年　　月　　日に申し込みのありました本事業について、下記のとおり不承認とします。
記
１　支援対象者の氏名
〇〇　〇〇　様

２　不承認の理由
（１）支援対象者の要件が認められないため
（２）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



担当
電話















（別記様式第２号）

就労準備支援プログラム
【現状・課題等整理】　　　　　　　　　　　　　　（　　　年　　月　　日作成・変更）
	センター名
	
	ケース番号
	
	生活保護・生活困窮者

	氏名
	
	住所
	

	性別
	
	年齢
	歳
	TEL
	
	世帯構成
	

	主な職歴
※直近の3件程度
	時期
	就職先（業務内容）
	正規・非正規
	平均月収

	
	年　月～　年　月
	○○会社（○○）
	
	円

	
	年　月～　年　月
	○○会社（○○）
	
	円

	
	年　月～　年　月
	○○会社（○○）
	
	円

	資格
	

	就労に対する本人主訴
	○○のため○○勤務は困難。

	身体の状況
	主病名
	○○病
	○○病

	
	医療機関名（所在地）
	○○病院（○○町）
	○○医院（○○町）

	
	主治医意見
	○○労働は可能
	○○は困難

	
	病状照会
	○○労働は可能（　. ）
	○○労働は可能（　. ）

	育児・看護
	対象者（続柄：年齢）
	○田○雄（長男：○歳）
	○田○子（祖母：○歳）

	
	現状
	○○園に通園中
	○○苑に通所中

	
	他法他施策の活用状況
	○○の利用を検討中
	○○を利用

	その他
	※就労に当たってのその他制約



· 県福祉相談センターと協議の上、任意の様式に代えてもよい。
【個別プログラム】
	到達目標
	· ○ヶ月間で○○を身に付け、○○ができる状態になる。
· 

	支援
プロセス
	· ○○するために、○○を活用するとともに、○○を確立する。
· 

	支援内容及び計画
	事業受託者による進行管理欄

	
	支援実施状況
	評価

	○○するために○○事業を活用（○月○日～○月○日）
	○月○日：○○において面接
○月○日：○○訓練受講開始
	○○が習得できたので、○○訓練への移行準備が整った。

	

	
	

	

	
	


· 県福祉相談センターと協議の上、任意の様式に代えてもよい。
（別記様式第３号の１）

就労準備支援事業に係る着手及び就労準備支援プログラム作成報告書

　　年　　月　　日　
愛知県西三河福祉相談センター長　様

　　　　　　　　　　　　　　　受託者
　　　　　　　　　　　　　　　（団体名）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　


「就労準備支援事業」に係る支援対象者について、下記のとおり報告します。

記

○　支援対象者について
住所：
氏名：

○　支援着手日について
　年　　月　　日

○　就労準備支援プログラムについて
別添のとおり















（別記様式第３号の２）

就労準備支援事業に係る就労準備支援プログラム変更報告書


　　年　　月　　日　
愛知県西三河福祉相談センター長　様

　　　　　　　　　　　　　　　受託者
（団体名）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け「就労準備支援事業に係る着手及び就労準備支援プログラム作成報告書（又は「就労準備支援事業に係る就労準備支援プログラム変更報告書」）」における就労準備支援プログラムの内容の一部を、下記のとおり変更しましたので報告します。

記

○　支援対象者について
住所：
氏名：


○　変更日について
　　　　　　年　　　月　　　日


○　変更後の就労準備支援プログラムについて
別添のとおり（下線部が変更部分）









（別記様式第４号）

就労準備支援事業に係る経過記録
【基本情報】
	センター名
	
	○○町
	ケース番号
	
	生活保護・生活困窮者

	氏名
	
	性別
	
	年齢
	歳

	世帯構成
	

	支援開始日
	
	支援終了日
	



	課題分析
	・○○のため、××が困難。

	支援
プロセス
	・○○による□□の習得を目指す。

	到達目標
	・○○を身に付け、○○できる状態にする。

	日付
	支援内容
	関係機関
	支援結果

	○／○（△）
	○○のため○○を実施
	○○事業所
	○○を完了

	○／○（△）
	就労体験を実施
	□□事業所
	軽作業を行う

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 全ての行動を書き上げるのではなく、節目や転換点となった事柄等を記載する。

【就労体験時の交通費支給】
	支給開始日
	支給終了日
	就労体験先
	支給額（１日あたり単価）
	経路等

	○／○（△）
	
	〇〇事業所（〇〇町）
	〇〇円
	△△駅～△△駅

	
	
	
	
	


※　県福祉相談センターと協議の上、任意に様式を代えてもよい。
（別記様式第５号の１）

就労準備支援事業に係る中止決定通知書
（支援対象者向け）

番　　号　
　　年　　月　　日　
（住所）
（氏名）　様

愛知県西三河福祉相談センター長　　　
　　

「就労準備支援事業」による支援については、下記の理由により支援の中止を決定しましたので、通知します。

記

支援の中止理由
　「～のため。」





担　当
電　話













（別記様式第５号の２）

就労準備支援事業に係る中止決定通知書
（事業受託者向け）

番　　号　
　　年　　月　　日　
　受託者
（団体名）
（代表者職氏名）　様

愛知県西三河福祉相談センター長　　　

「就労準備支援事業」による支援については、下記の理由により支援の中止を決定しましたので、通知します。

記

住所：
氏名：
連絡先：
支援の中止理由
　「～のため。」





担　当
電　話










（別記様式第６号）

就労準備支援事業に係る終了報告書

　　年　　月　　日　
愛知県西三河福祉相談センター長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受託者
（団体名）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　


「就労準備支援事業」による支援について、下記のとおり支援を終了いたしましたので御報告します。

記

○　支援対象者について
住所：
氏名：

○　支援終了日について
　年　　月　　日

○　支援の終了理由及び主な成果について
終了理由
　「～のため。」
主な成果
	当初の目標
	到達度
	今後の留意点

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※行は適宜追加等を行う（別紙に代えてもよい。）。



担　当
電　話




（別記様式第７号）

着手（変更）届
（愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業）

　年　　月　　日

愛知県西三河福祉相談センター長　様

受託者
　（団体名）
　（代表者職氏名）　　　　　　　　　　

　１　着手日
　　　　　　　年　　月　　日

　２　実施場所
　　　事業所所在地の住所：
　　　連絡先：
　　　　なお、所在図及び事業所概要図（平面図等）については、別添のとおり。
　　　※変更の場合、下欄に変更事項を記入。
	

	変更時期
	　　　年　月　日から



　３　配置人員
	役割
	氏名
	年齢
	性別
	資格等
	配置始期

	責任者
	
	
	
	
	

	支援担当者
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　※行が不足する場合は、適宜追加を行うこと。

※変更の場合、下欄に変更事項を記入。
	

	変更時期
	　　　年　月　日から





（別記様式第８号）

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業　事故報告書

報告日　　　　　年　　月　　日

愛知県西三河福祉センター長　様

受託者
（団体名）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業の実施中に下記の事故が発生しましたので、報告します。
記
	発生日時
	　　　年　　　月　　　日（　　）　　　時　　　分頃

	事故の区分
	けが　・　私物の盗難破損　・　その他（　　　　　　　　）

	当事者
	

	事故の概要
	（発生状況、けがの程度等を詳しく記入すること。）


	対応
	（医療機関への受診状況、就労体験先責任者の対応等を詳しく記入すること。）


	参考事項
	



３　添付資料
当日の就労準備支援事業に係る経過記録（別記様式第４号）の写し
（別記様式第９号）

実施状況報告書（愛知県西三河福祉相談センター実施分）

年　　月　　日
　　愛知県西三河福祉相談センター長　様


受託者
　（団体名）
　（代表者職氏名）　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月に実施した愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業の実施状況は、下記のとおりです。
記

１　支援状況
	支援者
	生活保護受給者
	生活困窮者
	合計

	前月からの
支援継続者数（A）
	
	
	

	新規支援開始者数（B）
	
	
	

	支援終了者数（C）
	
	
	

	次月支援継続者数
（A＋B－C）
	
	
	




２　就労体験時交通費支給
	支給対象者氏名
	対象となる就労体験日数※
	当月における支給額計

	
	
	円

	
	
	円

	合計額
	円


※対象となる就労体験日数欄の記載例
　　〇月〇日～〇月〇日実施分のうち、●日分

※支援対象者ごとに、別記様式第４号またはそれに準ずる様式を添付すること。
※交通費を支給した場合は、証拠書類等を添付すること。


３　協力事業所等の開拓状況
	当月協力事業所開拓数
	〇件

	協力事業所名
	協力内容

	○○事業所（〇〇市）
	（例：職場見学）

	△△株式会社（△△町）
	（例：受入れた際には軽作業等の就労体験を実施）

	
	


※協力事業所ごとに、適宜行を追加して記載する。

























（別記様式第10号）

愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業　業務完了報告書

　　年　　月　　日
愛知県西三河福祉相談センター長　様

受託者
（団体名）
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　

　　　　年度愛知県西三河福祉相談センター就労準備支援事業の実績は、下記のとおりです。

記
１．支援実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	対象者
	相談
件数
	利用
人数
	内　訳
	次年度
支援
継続者数
	就労体験日数

	
	
	
	一般就労
	障害者
サービスの利用
	就労支援への
つなぎ
	その他
	
	

	生活保護受給者
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇日

	生活困窮者
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇人
	〇日



２．協力事業所等の開拓実績
	協力事業所等開拓数
	〇〇件



３．事業に関する支出の状況
別紙支出内訳書のとおり


支　出　内　訳　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	実支出額
	積算内訳

	事業費
	人件費
	
	

	
	報償費
	
	

	
	旅費
	
	

	
	需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）
	
	

	
	役務費（通信運搬費、手数料、保険料）
	
	

	
	委託料
	
	

	
	使用料及び賃借料
	
	

	
	負担金
	
	

	小　　計（Ａ）
	
	

	扶助費（Ｂ）
（就労体験時交通費支給費）
	
	

	実支出額合計（Ａ＋Ｂ）
	
	


※支出の状況の分かる書類（決算見込書等）を添付すること。
※給与等の不課税取引に係る経費のみ、実支出額欄には、消費税相当額として、10％を加算した額を計上すること。




